

























































































































































































































































































































































































































































































体 A－4 期 間
【 i 1
付加的公準B．、購諸表B－2醐儲B－3実体B－4暫定性
　B公準
当為的公準C－4安騨位C－2客観性C．、永続性C－3継続性
　　　　　　C－5　明瞭表示C公準
18）R．W．　Metcalf，“The‘Basic　Postulates’in　Perspective”，　The　Accounting　Review，1964，　pp．16－21．
19）　1bid．，　p．16．
20）21）　22）　23）　Ibid．，　p．18．
24）　25）　26）　27）　28）　29）　Ibid．，　p．19．
30）　1加4．，p．18．
31）M．Moonitz，　oP．　cit．，　p．8．『訳書』39－40頁。
32）　同様に、時価主義を指向すると考える論者には、キャノン（Arthur　M．　Cannon，“Discussion　Notes　on
　・The　Basic　postulates　of　Accounting’”，　The　Journal　of．Accountancy，　Feb．，1962，　p．52）、木村重義
　（「AICPA試案における市場価格」『産業経理』22巻11号、44頁）や中島省吾（「AICPA新会計原則一会
　計研究叢書第3号の特色一」『産業経理』22巻11号、49頁）など多数いる。なお、この点について、リト
　ルトソは、「経験的データからなる勘定の中へ、非経験的データを取り入れることを提案しているのか。
　（もしそうであれぽ…引用者）、解釈的要素を勘定へ取り入れることは（中略）、当為公準C2およびC3（客
　観性および一貫性）を否定する結果となるのではないか」（A．C．　Littleton，　oP．，　cit．　p．604．）と述ぺ、疑
　問を投げかけている。
33）　高松和男（前掲書、50頁）で、Asを企業実体、　B3を会計実体として理解しているのも、筆者と同様、
　A3を一般的記述、　B3を範囲としての会計単位として考えていることのあらわれではないかと思われる。
34）　メトカルフは、この公準についての説明の具体例が資産および負債に関わるものであるため、この公準
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　を、公準内の孤児と表現している。これは、彼が、他の公準を損益計算書に関連するものと理解したから
　である（R．W．　Metcalf，　oP．　cit．，　p．16）。これに対して、貸借対照表が中心に考えられているとする論者
　　もいる（角瀬保雄「会計公準論の展開」『経済志林』32巻1号、254頁）。
35）　同様の見解は、飯野利夫（注7に挙げた対談169頁における発言）などにみられる。
36）　たとえば、飯野利夫（「財務会計の主観性とその客観化」『税経通信』9巻1号）、飯田穆（「会計におけ
　る客観性の概念について」『経済科学』15巻2号）、中野勲（「客観性概念の再検討」『会計』95巻2号）な
　　ど。
37）FASBの財務会計概念報告書第5号、『企業の財務諸表における認識と測定』においても、客観的測定
　可能性が認識要件の1つとして挙げられている。（FASB，　Re‘ognition　and　Measurement　in　Financial
　Statements　of　Business　Enterprise，1984，　Highlights　p．　x，　p．21．）
38）　M．Moonitz，　op．　cit．，　p．42．『訳書』81頁。
39）　この客観性の公準を、AAA会計原則1957年改訂版における実現概念と同じ意味に理解する論者もいる。
　たとえぽ江村稔（「ムーニッツr会計の基本的公準』について」『会計』81巻1号、47頁）や飯野利夫（注
　　7にあげた対談の159頁における発言）などにみられる。
40）M．Moonitz，　eP．　cit．，　p．43．『訳書』82頁。
41）Ibid，，　pp．43－44．『訳書』82－83頁。なお、これに対して、積極的に統一性を指向する論者にキャノソが
　いる（A．Cannon，　op．｛ゴ’．，　p．52．）。
42）拙稿「ペイトソの会計公準に関する一考察」『明治大学大学院紀要』第23集（2）、1986、112頁。
43）M．Moonitz，　op．　cit．，　p．48．『訳書』89頁。
44）　武田隆二（前掲稿、62頁）では、この量的表現の公準を測定単位の公準の派生的公準として位置づけて
　いる。
45）　このように、実体の公準と期間の公準を、それぞれ、会計対象を空間的、時間的に限定するものと考え
　る論者に飯野利夫（注7に挙げた対談の160頁の発言）がいる。
46）飯野利夫（注7に挙げた対談、157－160頁における発言）も同様に考えている。
47）　H．F．　Taggart，　Paton　on　Accountin8，　Michigan，　The　University　of　Michigan，1964，　p，122．など。
48）　前掲拙稿、118頁。
49）　角瀬保雄、前掲稿、254頁も同様。
50）　同様の評価は、黒沢清（注13に挙げた討論、141頁における発言）にみられる。なお同じく、「ムーニッ
　ツ氏は体系なぎ0．メイの所論に、体系を与えたというメリットも考えられます」（150頁）という評価もし
　ている。
51）　“Commellts　on‘The　Basic　Postulates　of　Accounting’”，　The　Journal　Of∠Accountancy，　Jan．，1963，
　pp．　44－55．なお、これについては、佐藤孝一（「『基本的会計公準論』への諸論評一AICPA調査研究部『論評
　の要約』を中心に一」、『企業会計』15巻4号）や新井清光（「『基本的会計公準論』に対する主な論評につい
　て一AICPA調査研究部『論評の要約』とその周辺一」、『企業会計』15巻4号）に、解説がなされている。
52）Ibid．，　PP．　44－45．ここでは、調査研究部に寄せられた52通の論評のうち、　ARS第1号の全般に関わるも
　のが22通あり、そのなかには、賛成は5通、反対は4通、そして賛否不表明は13通であったことが述べら
　れている。
53）　このような論者たちは、ARS第1号の公準から演繹される会計原則が、当時の実務ないし現行会計原則と
　あまりにかけ離れていることを問題にしているようである。これと同じ観点から、グレイディ（P．Grady）
　は、ARS第3号への論評の中で、「当協会は、大幅な変更を企てる前に、あるいは少なくともそれとは別
　個に、現行の一般に認められた会計原則についての棚卸表を作りあげるべき責任を持っていることは明ら
　かであるように思われる。」（ARS　No．3．　p．69．『訳書』197頁）と述べ、周知のようにその後、　ARS第7号
　　『企業会計原則総覧』（lnventory（Of　Generally　AccePted．Accounting　PrinciPles　for　B諭ηθss　EnterPrise，
　1965）を著わした。
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54）C．ブラウ（C．G．　B1ough）が、この代表者であると思われる。彼は、　ARS第3号への論評の中で、取替
　原価による評価替えという考え方に対して、「陳腐でしかもすでに放棄されてしまった考え方にすぎない。
　それは1920年代の亡霊である。」（ARS　No．3，　p，62．『訳書』188頁）とまで述べている。
55）　これについての詳細は、松本穣「FASB会計基準書第33号『財務報告と価格変動』について」『明大商
　学論叢』63巻1号）、および、林裕二（「アメリカ」森川八洲男編著『比較会計制度論一物価変動会計の制
　度化を中心として一』同文舘、昭和60年）を参照されたい。
56）ARS第1号および第3号における勧告が、その後、会計基準としてどれだけ受け入れられたかを、1970
　年当時の会計基準に照らして調査したものに、G．グスタフソン（G．　A．　Gustafson，“Status　of　Accounting
　Research　Study　Nos．1and　2”，　The／burnal　Of・Accountancy，　Mar．，1970）がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程商学専攻59年度入学）
一84一
